
苦情・相談について

共通資料２



1. 苦情件数（全体）

分類 件数 割合

省令基準違反に関す
るもの（疑い含む）

37件 49％

それ以外のもの 38件 51％

計 75件 100％

※令和3年4月1日～同年12月31日までの苦情集計
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に関するもの

49%

それ以外のもの

51%



サービス種別 件数 割合

居宅介護支援 19件 25％

訪問介護 11件 14％

認知症対応型共同生活介護 9件 12％

介護老人福祉施設 8件 11％

通所介護 7件 9％

短期入所生活介護 5件 7％

通所リハビリテーション 4件 5％

特定施設入居者生活介護 3件 4％

地域密着型通所介護 2件 3％

介護予防支援 2件 3％

その他 5件 7％

計 75件 100％

※令和3年4月1日～同年12月31日までの集計

2. 苦情件数（サービス別）

居宅介護支援

25%

訪問介護

14%

認知症対応型

共同生活介護

12%

介護老人福祉施設

11%

通所介護

9%

短期入所生活介護

7%

通所リハビリテーション

5%

特定施設入居者生活介護

4%

地域密着型通所介護

3%

介護予防支援

3%

その他

7%



分類 件数 割合

介護等（虐待、不適切介護等） 18件 24％

不正請求 6件 8％

人員基準違反 5件 7％

衛生管理等 4件 5％

利用料等の受領 2件 3％

従業者の接遇 10件 13％

サービスの質 9件 12％

契約の法的有効性 5件 7％

交通マナー 4件 5％

介護事故対応 2件 3％

その他 10件 13％

計 75件 100％

※令和3年4月1日～同年12月31日までの集計

3. 苦情件数（内容別）

介護等（虐

待、不適切介

護等）

24%

不正請求

8%

人員基準違反

7%

衛生管理等

5%利用料等の受領

3%

従業者の接遇

13%

サービスの質

12%

契約の法的

有効性

7%

交通マナー

5%

介護事故対応

3%

その他

13%



※個人が特定できないよう事例を抽象化しています。

（１）．分類
不正請求

（２）．苦情内容
訪問介護において、実際のサービス提供時間より、水増しして請求している。

（３）．本市の対応
調査を行ったところ、計画に位置付けられた内容を行うのに要する標準的な時間
に比べ、数回程、15分早くサービスを終了している事例が認められた。
訪問介護は、計画に位置付けられた内容を行うのに要する標準的な時間を所要
時間として算定するが、実際のサービス提供時間が標準的な時間に比べ、著しく
短時間となっている場合には、サービス提供責任者は介護支援専門員と調整の
上、訪問介護計画の見直しが必要である旨を助言した。

4. 苦情事例（1）



※個人が特定できないよう事例を抽象化しています。

（１）．分類
介護等（不適切介護、虐待）

（２）．苦情内容
高齢者施設において、職員が入居者の頭を叩いた。

（３）．本市の対応
確認を行ったところ、通報内容と同様の事実が確認された。
そのため、介護保険法に基づく人格尊重義務違反として行政指導を行い、改善を
求めた。

4. 苦情事例（2）



※個人が特定できないよう事例を抽象化しています。

（１）．分類
サービスの質

（２）．苦情内容
利用者家族に対して、利用者の状況の定期報告がない。
以前は、別の事業所を利用していたが、利用者家族に対して頻繁な連絡があった。

（３）．本市の対応
調査を行ったところ、事業所は定期的な情報提供を行っていたとの認識であった。
利用者家族及び事業所に認識の相違があるため、サービス利用開始時に、利用
者及び利用者家族の意向を確認する等、事前対策を講じるよう助言した。

4. 苦情事例（3）



5. 苦情のサービス別傾向

• 居宅介護支援、介護予防支援では、計画作成に係る一連の業務の未実施（居宅の未訪問、同
意署名の未受領等）による不正請求、職員の接遇に関する苦情が多い。また、事業所では適
切な対応を取っていたものの、利用者に理解を得ることができず、結果として苦情に繋がった
ケースも散見された。

• 訪問介護では、サービスの未提供等、不正請求に関する苦情が多い。
• 認知症対応型共同生活介護、介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護、短期入所生活
介護では、虐待及び不適切な介護に関する苦情が、特筆して多い。

• 通所介護、地域密着型通所介護では、送迎車の交通マナー（速度超過、送迎時の駐停車位
置）、不適切な介護及び虐待に関する苦情が多い。

• その他のサービスの苦情は、特定の傾向がなく、様々な内容が生じている。
• 新型コロナウイルス感染症の蔓延により、事業所の感染対策への意識を問う声も見受けられ
た。

• 認知症を患った利用者の中核症状と行動・心理症状（妄想、幻覚、見当識障害等）と思慮され
る苦情も多く見受けられた。



利用者や家族等から問題
行動が発生

上司へ報告・相談

組織内で共有、対策の検討

利用者や家族等への対応

初動対応が重要、事実関係・苦情背景・要望等を
具体的に聴取

１人で問題を抱え込まない。

正確な事実確認
要因分析（利用者の病歴、生活歴、家族関係等）

注意、担当者の変更、身元引受人の変更、契約解除の
予告、契約解除等

外部機関等と連携
地域包括支援センター、法テラス、弁護士
警察相談専用電話等

6. ハラスメントへの対応



施設・事業者側から利用者との介護サービス利用の契約解除するには、
「正当な理由」が必要

「正当な理由」が肯定される可能性のある場合

利用者が職員に対し身体的暴力をふるった場合であって、他の施設・事業者
及び関係機関の担当者とともに利用者と話し合ったが、再発の可能性があり、
かつ、複数名訪問等の再発防止策の提案も拒否されたときに、契約解除の予
告期間を置くとともに、後任の事業所の紹介その他の必要な措置を講じて契
約を解除した場合

個別具体的な事情を踏まえ、次の事項を考慮
・ハラスメントによる結果の重大性
・ハラスメントの再発可能性
・契約解除以外の被害防止方法の有無・可否及び契約解除による利
用者の不利益の程度等



支援ツール（厚生労働省）

• 介護現場におけるハラスメント対策マニュアル（平成30年度）

• 管理者向けや職員向けの研修のための手引き及び研修動画（令和元年度）

• 介護現場におけるハラスメント事例集（令和2年度）



7. 市町村と事業所の苦情対応

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準
第36条「苦情処理」

（1）．第2項
（指定訪問介護事業者）は、提供した（指定訪問介護）に関し、法第23条の規定
により市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市
町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市
町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合に
おいては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

（2）．第3項
（指定訪問介護事業者）は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善
の内容を市町村に報告しなければならない。


